
JP 4318381 B2 2009.8.19

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
繊維強化複合材からなる予備成形されたストリンガー部材、繊維強化複合材からなる予備
成形されたアウターフレーム部材、及び予め加熱・加圧により硬化した繊維強化複合材か
らなるインナーフレーム部材を用いて胴体構造体を製造する方法であって、
(a)成形型上に繊維強化複合材からなるスキンを敷き、その上に複数の前記ストリンガー
部材を所定の間隔を置いて配列し、複数の前記アウターフレーム部材を前記ストリンガー
部材と交差するように配列し、加熱・加圧により一体硬化してスキン、ストリンガー及び
アウターフレームを有する胴体ユニットを作製する工程、及び(b)前記インナーフレーム
部材を前記アウターフレームに当接させ、加熱・加圧により接着成形する工程を含むこと
を特徴とする繊維強化複合材からなる胴体構造体の製造方法。
【請求項２】
請求項１に記載の胴体構造体の製造方法において、前記アウターフレーム部材がＴ型の断
面形状を有し、前記インナーフレーム部材がＬ型の断面形状を有することを特徴とする胴
体構造体の製造方法。
【請求項３】
請求項１又は２に記載の胴体構造体の製造方法において、前記インナーフレーム部材が継
ぎ目の無いリング状であることを特徴とする胴体構造体の製造方法。
【請求項４】
請求項１～３のいずれかに記載の胴体構造体の製造方法において、前記インナーフレーム
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部材を予め加熱・加圧により硬化する際の加熱温度が120～250℃であり、加熱・加圧によ
り前記胴体ユニットを作製する際の加熱温度が120～250℃であり、前記インナーフレーム
部材と前記アウターフレームとを加熱・加圧により接着成形する際の加熱温度が120～180
℃であることを特徴とする胴体構造体の製造方法。
【請求項５】
請求項１～４のいずれかに記載の胴体構造体の製造方法により製造されることを特徴とす
る胴体構造体。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は繊維強化複合材からなるスティフンドパネルにより構成される胴体構造体の製造
方法、及びその方法により製造される胴体構造体に関する。
【０００２】
【従来の技術】
繊維強化複合材（プリプレグ）は軽量で高強度であるために自動車、船舶、航空機等の構
造部材として広く使用されている。従来、繊維強化複合材からなる航空機（コンポジット
機）の胴体構造体の多くはハニカムサンドイッチパネルにより形成されてきた。しかしな
がら、より一層の軽量化と信頼性の向上を図るためには一体成形によるスティフンドパネ
ル構造とするのが好ましい。スティフンドパネルは軽量化には最適な構造様式であり、特
にスキン及びスティフナを一体成形する場合に大きな軽量化効果が得られる。
【０００３】
図１はスティフンドパネルからなる胴体構造体の一例を示す部分斜視図である。図１の胴
体構造体１はスキン２、長手方向に走る背の低いストリンガー３及び周方向の背の高いフ
レーム４からなる。図１ではストリンガー及びフレームは簡略化して角柱状としたが、実
際はＣ型、Ｉ型、Ｊ型、Ｔ型等の断面形状を有する場合が多い。このような胴体構造体は
成形型上に繊維強化複合材からなるスキン及びスティフナ部材（ストリンガー部材及びフ
レーム部材）を載置し、加圧バッグ等を使用して加熱・加圧により接着成形して製造する
。
【０００４】
ストリンガー部材及びフレーム部材をスキン上に載置する際には、これらの交差部を適宜
処理する必要がある。大型機の胴体構造体の場合は通常、図２に示すようにフレーム部材
41に貫通孔５を形成し、該貫通孔にストリンガー部材31を貫通させる。しかしながら、孔
加工はコストの増加を招くことが問題となっており、特に小型機の胴体構造体の場合、フ
レーム高さは室内スペースを確保するために50mm程度（大型機は100mm程度）とするため
貫通孔の加工が困難であり、高コスト化が避けられない。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の目的は、繊維強化複合材からなるスティフンドパネルにより構成される胴体構造
体を安定した高い品質で製造することができ、従来法よりも製造コストを低減可能な胴体
構造体の製造方法、及びその方法により製造される胴体構造体を提供することである。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
上記課題に鑑み鋭意研究の結果、本発明者は、フレーム部材をインナーフレーム部材とア
ウターフレーム部材に分割し、まずアウターフレーム部材をストリンガー及びスキンと一
体成形し、これに予め硬化したインナーフレーム部材を接着成形することにより、低コス
トで高い品質を有する胴体構造体を製造することができることを発見し、本発明に想到し
た。
【０００７】
すなわち、本発明の胴体構造体の製造方法は、繊維強化複合材からなる予備成形されたス
トリンガー部材、繊維強化複合材からなる予備成形されたアウターフレーム部材、及び予
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め加熱・加圧により硬化した繊維強化複合材からなるインナーフレーム部材を用いて、繊
維強化複合材からなる胴体構造体を製造する方法であって、(a)成形型上に繊維強化複合
材からなるスキンを敷き、その上に複数のストリンガー部材を所定の間隔を置いて配列し
、複数のアウターフレーム部材をストリンガー部材と交差するように配列し、加熱・加圧
により一体硬化してスキン、ストリンガー及びアウターフレームを有する胴体ユニットを
作製する工程、及び(b)インナーフレーム部材をアウターフレームに当接させ、加熱・加
圧により接着成形する工程を含むことを特徴とする。
【０００８】
本発明の胴体構造体の製造方法においては、ストリンガー部材はアウターフレーム部材と
インナーフレーム部材を組み立てた時に形成される空間を貫通するため、孔加工が不要で
ある。また、フレーム部材の寸法誤差をインナーフレーム部材とアウターフレームの接着
部で吸収できるので、高い組み立て精度が実現でき信頼性が向上する。
【０００９】
上記アウターフレーム部材はＴ型の断面形状を有するのが好ましく、インナーフレーム部
材はＬ型の断面形状を有するのが好ましい。Ｌ型のインナーフレーム部材はＣ型やＪ型の
部材に比べ容易に成形及び載置できるため、コストが下がり品質が安定する。また、イン
ナーフレーム部材は継ぎ目の無いリング状であるのが、強度の観点から好ましい。
【００１０】
本発明では、インナーフレーム部材を予め加熱・加圧により硬化する際の加熱温度が120
～250℃であり、加熱・加圧により胴体ユニットを作製する際の加熱温度が120～250℃で
あり、インナーフレーム部材とアウターフレームとを加熱・加圧により接着成形する際の
加熱温度が120～180℃であるのが好ましい。
【００１１】
本発明の胴体構造体は上記本発明の胴体構造体の製造方法により製造されることを特徴と
する。
【００１２】
【発明の実施の形態】
〔１〕胴体構造体の製造方法
本発明の胴体構造体の製造方法は、繊維強化複合材からなる予備成形されたストリンガー
部材、繊維強化複合材からなる予備成形されたアウターフレーム部材、及び予め加熱・加
圧により硬化した繊維強化複合材からなるインナーフレーム部材を用いて、繊維強化複合
材からなる胴体構造体を製造する方法である。
【００１３】
本発明では、炭素繊維、ガラス繊維、アラミド繊維等の強化繊維の織布に熱硬化性樹脂（
エポキシ樹脂、ビスマレイミド樹脂、フェノール樹脂等）又は熱可塑性樹脂（PEEK、ナイ
ロン６、ナイロン６６、ポリエチレンテレフタレート等）を含浸させてなる繊維強化複合
材が使用可能である。熱硬化性樹脂としてはエポキシ樹脂が好ましく、熱可塑性樹脂とし
てはナイロンが好ましい。強化繊維と熱硬化性樹脂又は熱可塑性樹脂との配合割合は任意
に調整しうる。また、繊維強化複合材には硬化剤等の付与剤を添加してもよい。本発明で
用いるストリンガー部材、アウターフレーム部材、インナーフレーム部材及びスキンを形
成する繊維強化複合材は同じでも異なっていてもよいが、同じであるのが好ましい。
【００１４】
ストリンガー部材及びアウターフレーム部材は、予備成形し半硬化状態として用いるのが
好ましい。ここで「半硬化状態」とは繊維強化複合材が５～20％の硬化度を有する状態を
いう。これら半硬化部材は、複数の繊維強化複合材を積層し、これを加熱・加圧し、次い
で冷却・加圧して平板状積層体を作製する工程、平板状積層体を切断する工程、及び切断
された平板状積層体を加熱により軟化し、成形型に載置して冷却・加圧により成形する工
程を含む方法により作製するのが好ましい。
【００１５】
インナーフレーム部材は予め加熱・加圧により硬化して用いる。加熱・加圧はオートクレ
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ーブ等を使用し、120～250℃で行うのが好ましい。加熱温度が250℃より高いと樹脂が劣
化し、120℃より低いと樹脂が未反応となるため好ましくない。また加圧は６～７kg/cm2

とするのが好ましい。７kg/cm2より大きいと樹脂不足となり、６kg/cm2より小さいとボイ
ドが発生しやすくなるため好ましくない。
【００１６】
本発明の胴体構造体の製造方法は、(a)成形型上に繊維強化複合材からなるスキンを敷き
、その上に複数のストリンガー部材を所定の間隔を置いて配列し、複数のアウターフレー
ム部材をストリンガー部材と交差するように配列し、加熱・加圧により一体硬化してスキ
ン、ストリンガー及びアウターフレームを有する胴体ユニットを作製する工程、及び(b)
インナーフレーム部材をアウターフレームに当接させ、加熱・加圧により接着成形する工
程を含む。
【００１７】
図３は本発明の一実施例による胴体構造体の構成を示す正面図であり、図４はその一部を
拡大した部分正面図、図５は同部分斜視図である。図５では各部材を平板状に記載したが
、実際は曲面状であってよい。図３～５に示すように、胴体構造体１は成形型（図示せず
）上に敷いた繊維強化複合材からなるスキン２の上に複数のストリンガー部材31及び複数
のアウターフレーム部材42を配列して一体硬化し、インナーフレーム部材43をアウターフ
レーム部材42に当接させ接着成形して製造できる。ストリンガー部材31はアウターフレー
ム部材42とインナーフレーム部材43とが形成する貫通孔５を貫通する。即ち本発明ではフ
レーム部材に貫通孔を加工する必要が無く、コストを削減できる。また、フレーム部材の
寸法誤差をインナーフレーム部材とアウターフレームの接着部で吸収できるので、高い組
み立て精度が実現でき信頼性が向上する。
【００１８】
図３の胴体構造体１は円形の断面形状を有するが、本発明の方法は楕円形等の様々な断面
形状を有する胴体構造体の製造に適用できる。
【００１９】
本発明で使用する成形型としては、例えばCFRP、鋼鉄、アルミニウム、シリコンゴム等か
らなるものが挙げられる。
【００２０】
図３～５に示すストリンガー部材31はＴ型の断面形状を有する。本発明で使用するストリ
ンガー部材の形状はこれに限定されず、Ｃ型、Ｉ型、Ｊ型等であってよい。各ストリンガ
ー部材同士の間隔や位置関係、数等も適宜変更してよい。
【００２１】
ストリンガー部材31と交差するように配置されるアウターフレーム部材42はＴ型の断面形
状を有し、その底面は胴体径と同じ曲率をもった曲面状である。両端にはジョグルが形成
されている。アウターフレーム部材が形成するアウターフレームの外側フランジはストリ
ンガーで分断されることになるが、ジョグルを設けストリンガーのフランジと一体化する
ことにより強度が向上する。従来、フレーム部材としては貫通孔を設けた連続した部材を
用いていたが、本発明で用いるアウターフレーム部材は短く分割されているため部材を作
製する工程や載置の工程が容易となり、自動化が可能となる。本発明ではＴ型のアウター
フレーム部材を好ましく使用することができるが、その断面形状は特に限定されず、Ｃ型
、Ｉ型、Ｊ型等であってよい。各アウターフレーム部材同士の間隔や位置関係、数等も図
３～５により限定されない。
【００２２】
上記胴体ユニットは加熱・加圧によりスキン、ストリンガー部材及びアウターフレーム部
材を一体硬化して作製する。加熱・加圧はオートクレーブ等を使用し、120～250℃で行う
のが好ましい。加熱温度が250℃より高いと樹脂が劣化し、120℃より低いと樹脂が未反応
となるため好ましくない。また加圧は６～７kg/cm2とするのが好ましい。７kg/cm2より大
きいと樹脂不足となり、６kg/cm2より小さいとボイドが発生しやすくなるため好ましくな
い。一体硬化する際には治具、クランプ等の保持手段等を用いてもよい。
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【００２３】
本発明で用いるインナーフレーム部材は、図３～５に示すインナーフレーム部材43のよう
にＬ型の断面形状を有する継ぎ目の無いリング状であるのが特に好ましい。断面形状をＬ
型とすることで成形及び載置作業が容易となり、コストが下がり品質が安定する。また、
継ぎ目の無い連続したリング状とすることにより強度が向上する。楕円状の胴体構造体の
場合等、フレームにかかる荷重が一定でないときはインナーフレームの高さは適当に変更
してよい。
【００２４】
インナーフレーム部材とアウターフレームとを加熱・加圧により接着成形する際の加熱温
度は120～180℃であるのが好ましい。加熱温度が180℃より高いと樹脂が劣化し、120℃よ
り低いと樹脂が未反応となるため好ましくない。また加圧は0.1～3.0kg/cm2とするのが好
ましい。3.0kg/cm2より大きいと樹脂不足となり、0.1kg/cm2より小さいと間隙が出来やす
くなるため好ましくない。加圧はクランプ、おもり、空気圧等を使用して行い、加熱はオ
ーブン、オートクレーブ等を使用して行うのが好ましい。またペースト状又はフィルム状
のエポキシ接着剤を使用するのが好ましい。接着成形の際には治具等を用いてもよい。
【００２５】
胴体構造体が楕円状である場合はフレームにかかる荷重が大きい。このような場合、図６
に示すようにスキン２とアウターフレーム部材42との間に連続した平板状アウターフレー
ム部材44を設けるのが好ましい。
【００２６】
〔２〕胴体構造体
本発明の胴体構造体は上記本発明の胴体構造体の製造方法により製造される。本発明の胴
体構造体は自動車、船舶、航空機等に好適に利用できる。
【００２７】
以上の通り図面を参照して本発明を説明したが、本発明はそれらに限定されず、本発明の
趣旨を変更しない限り種々の変更を加えることができる。
【００２８】
【発明の効果】
以上詳述したように、本発明の繊維強化複合材からなる胴体構造体の製造方法によれば、
スティフンドパネルにより構成される胴体構造体を従来よりも低コストで製造することが
できる。得られる胴体構造体は安定した高い品質を示す。本発明の胴体構造体は航空機の
胴体をなす構造体として特に好ましく利用できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　スティフンドパネルからなる胴体構造体の一例を示す部分斜視図である。
【図２】　従来の胴体構造体の構成を示す部分斜視図である。
【図３】　本発明の一実施例による胴体構造体の構成を示す正面図である。
【図４】　図３に示す胴体構造体の構成の一部を拡大した部分正面図である。
【図５】　図３に示す胴体構造体の構成の一部を示す部分斜視図である。
【図６】　本発明の他の実施例による胴体構造体の構成を示す部分斜視図である。
【符号の説明】
１・・・胴体構造体
２・・・スキン
３・・・ストリンガー
31、32・・・ストリンガー部材
４・・・フレーム
41・・・フレーム部材
42・・・アウターフレーム部材
43・・・インナーフレーム部材
44・・・平板状アウターフレーム部材
５・・・貫通孔
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